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１ 届出に関して

1-1 届出を出さないとどうなりますか？

A 国土利用計画法第47条に、罰則の規定があります。

土地取引の契約（予約を含みます。）をした日を含めて２週間以内に届出をしなかったり、

虚偽の届出をしたりすると、６ヶ月以下の懲役又は100万円以下の罰金に処せられること

があります。

1-2 届出は郵送で良いですか？

A 都市計画課窓口に直接ご提出ください。やむを得ない事情があり、直接提出することが困

難な場合については、売買等の契約前に担当までご相談ください。

２ 売買以外の契約に関して

2-1 営業譲渡契約は届出が必要ですか？

A 譲渡の対象となる財産の中に土地が含まれていれば、その土地に係る譲渡は土地売買契

約に該当するため、届出が必要です。

2-2 地位譲渡契約は届出が必要ですか？

A 届出が必要です（原契約書の写しの添付も必要となります。）。

2-3 不動産の信託受益権の譲渡について届出が必要ですか？

A 信託契約時点で信託期間満了時に土地を第三者に処分することが確定しているかどうか

で結論が変わってきます。

イ 信託期間満了時に土地を第三者に処分することが確定している場合

→ 届出は不要です。

ロ 信託期間満了時に土地を第三者に処分することが確定していない場合

→ 届出が必要です。

信託期間満了時に、受託者（主に信託銀行）が土地を第三者に処分するか、受益権者に引

き渡すかの選択権を受益権者が有している場合、その決定時点（信託期間満了時）までは

受益権の中に土地所有権の取得を目的とする権利が含まれていると考えられるためです。

2-4 賃貸借契約や地上権設定契約について届出は必要ですか？

A 賃料以外に、借主に返金されない対価（権利金等）が発生する場合には、届出は必要です。

借主に返金される予定の費用（敷金、保証金等）のみが発生する場合は、届出不要です。

ただし、敷金・保証金等の金額が著しく大きく、そこから生じる経済的利益（運用益）が

対価として認定できる場合には届出が必要です。契約期間の有無、期間の長短は問いませ

んし、定期借地権の場合も同様です。
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地上権設定契約についても、賃貸借契約と同様に考えてください。

３ 届出の適用除外に関して

3-1 届出が不要な土地取引があると聞きましたが、面積要件以外ではどのような例です

か？

A 国土利用計画法第23条第2項第3号及び国土利用計画法施行令第17条で定められてい

る場合において届出が不要になります（例：農地法第3条第1項の許可を受けることを要す

る場合、民事調停法による調停に基づく場合等）。詳しくは、国土利用計画法に基づく土地

取引の届出が不要である場合をご参照ください。

3-2 破産管財人による不動産の任意売却について、届出は必要ですか？

A 破産法第78条第2項で、破産管財人が不動産を任意売却する場合、裁判所の許可を得る

必要があるとされています。裁判所の許可を得て行われる場合は、届出は不要です。（国土

利用計画法施行令第17条第1号（同令第6条第3号））

４ 面積要件に関して

4-1 登記簿面積では対象面積未満ですが、実測面積では対象面積以上です。届出は必要で

すか？

A 届出が必要です。届出時点で実測がされている場合には、実測面積で判断します。

4-2 共有部分の譲渡の場合の面積要件の判断は、何を基準にしますか？

A 共有持分が譲渡される場合の面積要件の判断は、当該土地の面積に譲渡に係る持分割合

を乗じた面積によって判断します。

ただし、共有持分が基準面積以下であっても、土地全体に支配権（利用権）が及ぶ場合

には、面積要件を共有地の面積全体で判断しますので、届出が必要となる場合があります。

4-3 市街化区域と市街化調整区域にまたがって土地を取得する場合、どのような取引面積

であれば届出が必要ですか？

A 市街化区域と市街化調整区域にまたがる土地の場合は、小さい方の面積要件で判断する

ため、一団の土地が市街化区域の届出要件である2,000平方メートル以上であれば、届出

が必要です。

例えば、市街化区域500平方メートルと市街化調整区域1,500平方メートルにまたがる

一団の土地の場合、全体では2,000平方メートルであるため、届出が必要です。
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4-4 利用計画の面積がはっきり決まっておらず、買い集めることも考えられます。今の段

階では、届出対象面積に満たない売買です。届出は必要ですか？

A 開発の計画又は意図においては取得に係る土地が届出対象面積以上となるか否か不明確

な場合であっても、届出対象面積以上の「一団の土地」の取得となる可能性がある場合に

は、個々の契約について届出が必要です。

5 一団の土地に関して

5-1 「一団の土地」とはどのような土地を指すのですか？

A 「一団の土地」とは、土地利用上、現に一体の土地を形成している、又は一体としての利

用が可能なひとまとまりの土地で、かつ、権利取得者が、一連の計画の下に、土地に関す

る権利の移転又は設定を行うものです。

5-2 一団の土地を購入するために、10人の地権者と個別に契約を行いました。届出は1件

にまとめて良いですか？

A 届出は契約毎に必要になりますから、10件の届出が必要です。なお、契約日が異なる場

合は、それぞれの契約日毎に届出書の提出期限が異なりますのでご注意ください。

5-3 一団の土地を購入するために、10人の地権者と一括に連名の契約書で契約を行いまし

た。届出は1件にまとめて良いですか？

A 1件の届出としてください。

5-4 複数市町村にまたがっている土地についての届出は、どのように行うのでしょうか？

A 土地の存する市町村それぞれ全てに届出が必要です。

5-5 隣接する2つの土地を、それぞれ別の地権者から購入しました。合計で届出対象面積を

超えていますが、単独では超えていません。利用目的はそれぞれ異なります。一団の土

地として届出が必要ですか？

A 利用目的が違い、全く関連性がなければ、届出は不要です。

5-6 離れている2つの土地を、1件の契約書で取得しました。2つとも単独で届出対象面積

を超えています。届出は1件にまとめて良いですか？

A 1件の届出で構いません。

5-7 市街化区域内の工場敷地（1,800平方メートル）の拡張を行うため、隣接する市街化

区域内の土地（1,100平方メートル）を購入しました。届出が必要ですか？
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A 当初の工場敷地取得の時点で隣接地を取得する計画があれば、最初の購入（1,800平方

メートル）も、今回の購入（1,100平方メートル）も、両方ともに届出が必要です。しか

し、事業開始後の業務拡張に伴う新たな計画であれば、計画の一貫性がないと判断でき、

両契約とも届出は不要になります。

5-8 道路で分断されている市街化区域内の土地2筆（1,500平方メートルと1,800平方メ

ートル）を購入しました。店舗と店舗用駐車場として利用予定です。届出は必要ですか？

A 土地利用上一体としての利用が可能と認められるものについては、道路や小河川等によ

り分断されている場合でも、「一団の土地」と判断します。この場合、届出が必要です。

5-9 国・公有地を含む一団の土地を買収して宅地開発を行う場合、国・公有地を除いた民

有地部分が基準面積未満でも届出は必要ですか？

A 一団の土地の判断は、当該団地を構成する土地の所有関係の如何を問わず、一連の計画の

もとに土地売買等の契約によって取得される土地で、面積が法所定の面積以上であるかど

うかによるものです。

したがって、国・公有地を含めた一団の土地で面積要件を判定することになります。

ただし、国や地方公共団体が当事者の一方である場合には、届出義務が免除されている

ので、実際に届出を要する部分は民有地部分に限定されます。

5-10 市街化区域において商業施設を建設するため、所有権売買と権利金を伴わない賃貸

借により基準面積以上（2,000平方メートル）の土地を確保しました。この場合、所有

権売買による取得面積は1,500平方メートルで基準面積以下ですが、届出は必要となり

ますか?

A 権利金を伴わない賃貸借については、土地売買等の契約に該当しないため、一団の土地の

面積には含まれません。

したがって、本件では、所有権売買による面積（1,500平方メートル）のみで面積要件を

判断することとなり、その面積が基準面積未満となりますので、届出は不要となります。

土地売買等の契約に該当するかどうかの判断は、契約要件についてをご覧ください。

6 土地区画整理事業施行地区に関して

6-1 従前地の土地面積では対象面積以上ですが、仮換地の指定を受けた土地の面積では対

象面積未満となり、届出が不要と思われます。届出が必要でしょうか？

A 仮換地の指定を受けた土地の面積を基準とするため、届出不要です。ただし、仮換地指定

を受ける予定であるに過ぎない場合は届出が必要です。

6-2 届出を要する面積の保留地を購入しました。届出は必要ですか？
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A 原則として届出は必要です。ただし、保留地を市町村から購入した場合には届出不要で

す。

6-3 仮換地の指定を受けた土地を購入した場合、「土地に関する事項」については、どのよ

うに記載するのでしょうか？

A 「土地に関する事項」欄に、仮換地の指定を受けた土地の街区番号及び符号等を記載する

とともに、括弧書きで従前地の所在等も記入してください。なお、「その他参考となるべき

事項」欄には、「○○土地区画整理事業施行地区」等と記載してください。

7 届出の期限に関して

7-1 代金の支払いや土地の引き渡し等が全て終わってからの届出で良いですか？

A 国土利用計画法では、契約日から2週間以内（契約日を含む）に届け出る必要があります。

例えば、4月1日木曜日に契約を締結した場合、4月14日水曜日までに届出を行う必要が

あります。詳しくは、「届出期限について」を参考にしてください。

なお、契約日とは契約締結日であり、契約発効日でも、土地の引渡し日でもありません。

7-2 契約日から2週間目が日曜日です。市役所等の開庁日である金曜日までに届出をしな

ければならないでしょうか？

A 月曜日で構いません。行政機関の休日が期限となる場合には、翌開庁日が期限となりま

す。

7-3 停止条件付きの契約であるため、実際に土地が取得出来るか分かりません。届出は取

得が確定してからで良いですか？

A 停止条件付き契約、解除条件付き契約又は予約契約であっても、契約日を基準に届出を行

う必要があります。

7-4 契約から2週間の期限を過ぎてしまいましたが、届出は必要ですか？

A 速やかに届出書を提出してください。国土利用計画法違反とはなりますが、届出のない状

態を放置していると悪質と判断する場合があります。

8 利用目的の記載に関して

8-1 利用目的は特定のものを予定していますが、具体化が遠い場合等についてはどのよう

に記載すれば良いですか？

A 当面資金調達の見込みがないため、利用の具体化が遠い将来となる場合、需要の動向から

具体化の時期が未定である場合、又は、事業実施に必要な許認可等の見通しが明らかでな

くても利用目的自体を特定している場合であれば、当該利用目的を記載してください。
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この場合、「その他」欄に、その状況を明記してください。

8-2 土地を購入したが、利用する具体的な計画が全くない場合、どのように届出書に記載

すれば良いですか？

A 具体的な計画が全くない場合は、現況のまま当分保有することとなりますので、利用目

的は「現況保有」と記載してください。

なお、対価を支払い土地を購入する場合に、利用する具体的な計画が全くないというの

は考えにくく、何らかの利用目的はあると思われるため、土地購入に至った動機等を考慮

するなどして、できる限り利用目的欄に記載してください。

後日、具体的な計画が定まった場合は、個別の法令に基づき手続きをする必要がありま

す。

9 届出書の審査に関して

9-1 不勧告の場合、通知がありますか？

A 制度上、不勧告通知はありませんので、届出が法定期限内に受理されてから3週間を経過

した時点で勧告等の通知がない場合は、特に問題ないものと判断してください。

ただし、届出者から不勧告通知の送付依頼があった場合は、例外的に、不勧告通知をし

ます。依頼は、文書又は届出書のその他参考となるべき事項欄に記入してください。

なお、不勧告通知の郵送費用は申請者負担となりますので、依頼される場合は、返信用

封筒に切手を貼付の上、住所、氏名を記入して提出してください。


